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１．目的 

   この要項は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び 

  小値賀町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（以下「条例」と 

  いう。）の規定に基づき、野崎島自然学塾村の管理運営を行うもの（以下「指定管理者」 

という。）を募集するために必要事項を定めるものとする。 

 

２．指定管理者の指定 

   野崎島自然学塾村の指定管理者については、条例第４条の規定に基づき、野崎島 

自然学塾村の管理運営を行わせるに最適な法人その他の団体（以下「団体」という。） 

を選定し、町議会の議決を経て指定管理者として指定するものとする。 

 

３．施設の名称等 

  （１）名 称 野崎島自然学塾村 

  （２）位 置 小値賀町野崎郷 664番地 

  （３）概 要 

   ア．床 面 積 1,066.93㎡ 

     イ．建 築 構 造 木造１階建 

     ウ．施設の内容 宿泊棟、学習棟、調理室棟、炊事棟、ＷＣ棟、シャワー 

ルーム棟、倉庫、野営場など（別表１） 

 

４．応募資格 

  （１）団体であること。（法人格は、必ずしも必要ではない。） 

  （２）団体又はその代表が次に掲げるものに該当しないこと。 

     ア．法律行為を行う能力を有しない者 

     イ．破産者で復権を得ない者 

     ウ．地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同 

       項を準用する場合を含む。）の規定により、本町における一般競争入札等 

       の参加を制限されている者 

     エ．地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定に 

       よる指定の取消を受けたことがある者 

     オ．指定管理者の指定を委託とみなした場合に、地方自治法第９２条の２、同 

       法第１４２条又は第１８０条の５第６項の規定に抵触することとなる者 

     カ．国税及び地方税を滞納している者 

 

 



５．応募方法 

   指定管理者指定申請書に必要書類を添えて小値賀産業振興課に直接持参すること。 

  （１）受付時間 

     令和６年１１月１１日（月）から令和６年１２月１３日（金）まで。 

     午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、土、日曜日及び祝日は除く。 

  （２）受付場所 

     小値賀町産業振興課 

 

６．提出書類 

  （１）申込書（第１号様式） 

  （２）申込資格を有していることを証する書類 

     ア．法人の場合 

        登記簿謄本、団体の定款、寄付行為又はこれに相当する書類及び納税 

       証明書又は納税義務のない旨を記載した申立書（第２号様式） 

     イ．法人以外の団体 

        団体の規約、代表者の身分証明書及び納税証明書又は納税義務のない旨 

       を記載した申立書（第２号様式） 

  （３）管理業務の計画書 

  （４）管理に関する収支計画書 

  （５）応募団体の経営状況を説明する書類 

     ア． 前事業年度の収支（損益）計算書又はこれらに相当する書類（既に財産 

的取引活動をしている団体のみ） 

     イ． 前事業年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類（作成 

       しているもののみ） 

     ウ． 現事業年度若しくは翌事業年度の収支予算書又はこれらに相当する書類 

       （既に財産的取引活動をしている団体及び新たに野崎島自然学塾村の管理 

業務以外の事業を開始する団体のみ） 

  （６）応募団体の活動内容を記載した書類 

     ア．事業報告書（作成している場合のみ） 

     イ．役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれに相当する 

       書類 

 

７．管理運営の基本的な考え方 

   この施設は、自然に親しむ運動の推進と過疎地域の振興を図るための施設であり、

民間事業者の創意工夫により、効率的で効果的な運営が期待できる施設である。 

 なお、施設の運営にあたっては、自然学塾村条例等関係法令及び次の各項目を遵守

し、自然学塾村の設置目的に沿った管理を行うこと。 

（１）施設設置の趣旨に則した営業、施設の管理を行い、自然に親しむ運動の推進と

交流による活力ある地域の実現に向けて最大限努力すること。 

 



（２）町民の利用に際しては、施設の設置目的に合った利用の促進とともに、公平・

公正な利用を確保すること。 

（３）利用者や広く町民を対象にアンケートを行うなど、利用者の意見や要望を反映

させ、利用しやすいようにサービスの向上に努めること。 

（４）事業計画書等に基づき適正かつ効率的運営を行うこと。 

（５）環境負荷の低減に配慮した物品等の調達や廃棄物の発生の抑制、リサイクルの

推進、CO2の削減等、環境に配慮した運営を行うこと。 

（６）個人情報の保護を徹底すること。 

（７）災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること。 

（８）常に善良な管理者の注意をもって管理に努めること。 

        

８．指定管理者が行う業務 

   法令の定めるところにより、町長のみの権限に属する事務を除き、次に掲げる業務 

  を行うものとする。 

  （１）自然学塾村利用の許可等 

   （２）施設利用にあたってのサービス、指導等 

（３）日常業務 

（４）維持管理業務 

   なお、詳細な業務内容については、別紙、仕様書に記載のとおりとする。 

 

９．指定期間 

   令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間とする。ただし、この 

  期間は議会の議決を経て決定することになる。 

 

10．選定の方法及び基準 

  （１）選定方法 

      町長は、小値賀町公の施設に係る指定管理者選定委員会の意見を聴いて、書 

類審査等により選定する。ただし、応募された団体の中から、必ず選定される 

とは限らない。 

  （２）選定基準 

ア．利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。 

イ．事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮するものであること。 

ウ．事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有してお 

り、又は確保できる見込みがあること。 

エ．収支計画書の内容が、公の施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経 

費の縮減が図られるものであること。 

オ．地域における住民の声が反映される管理が行われること。 

 

 

 



11．協定の締結 

指定管理者として指定を受けた団体は、次の事項について、町長と公の施設の管理 

に関する協定を締結するものとする。 

  （１）指定期間に関する事項 

  （２）事業計画に関する事項 

  （３）利用料金に関する事項 

  （４）事業報告及び業務報告に関する事項 

  （５）本町が支払うべき管理費用に関する事項 

  （６）指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

  （７）管理業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

  （８）その他町長が別に定める事項 

 

12．経費等 

   指定管理者が行う業務に要する費用及びその支払方法については、基本協定書及び 

  年度協定書で定めるものとする。 

 

13．その他 

  （１）申請者からの聞き取り調査について 

      必要に応じて、申請者から提出書類の内容について聞き取り調査を行うこと 

     とする。なお、詳細については後日連絡することとする。 

  （２）選定結果等 

      申請書類及び選定結果については、公表する場合がある。 

  （３）参考資料 

     ア．地方自治法 

     イ．小値賀町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

     ウ．小値賀町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

     エ．野崎島自然学塾村の設置及び管理に関する条例 

     オ．野崎島自然学塾村の設置及び管理に関する条例施行規則 

 

14．申請書類の提出及び問い合わせ先 

  小値賀町役場 産業振興課 

  住所 〒８５７－４７０１北松浦郡小値賀町笛吹郷２３７６番地 

  電話 ０９５９－５６－３１１１ 

 


